
平成 28年三重県議会定例会

予算決算常任委員会

防災県土整備企業分科会説明資料

。議案補充説明

1 議案第8号「平成28年度三重県一般会計予算」 （防災対策部関係）

について 一 一ーーーョーーーーーー・一司 ーー ーー ー一ーー ーー一・ーー 1 

2 議案第2号「平成27年度三重県般会計補正予算（第7号） J 

（防災対策部関係）について ー一司ー ..... －ー ー ー ー ーー ー一一ーーーー 13 

3 議案第70号「平成 27年度三重県一般会計補正予算（第8号） J 

（防災対策部関係）について …ー .....・ ••• •••••• •••••••• ……ーー 14 

。所管事項説明

1 「三重県における補助金等の基本的な在り方等に関する条例j の規定

による提出資料について ー・ーー .............. ・・・・・・ ・....・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 6 

平成28年3月9日

防災対策部



議案第8号関係

1 「平成28年度三重県一般会計予算J （防災対策部関係）について

( 1 ) 施策毎の予算状況
（単位：千円）

施策・基本事業名 平成28年度 平成27年度 増減額

（主な構成事業名） 当初予算額 6月補正後予算額 (H28 H27) 

1 1 1 災害から地域を守る人づくり 48 830 49,531 !'::. 701 

11101防災人材の育成同活用

「みえ防災・減災センターj事業
48,830 49,531 ム701－地域防災力連携強化促進事業

1 1 2 紡災・減災対策を進める体制づくり 5,471,498 1,490,532 3,980,966 
， 

11201防災 E ；成災対策の推進

・新たな防災・減災対策推進事業 152,240 272,260 6120, 020 
－地域減災対策推進事業

11202災害対策活動体制の充実爾強化

－防災訓練費
・広域防災拠点施設整備事業 4, 122,331 692,512 3, 429, 819 
－防災ヘリコプター更新事業
－国民保護対策費

11203迅速な対応に向けた防災情報の共有化

・防災行政報無提線供整プ備ラ事業
－防災情 ットフォーム事業

610, 746 296,081 314, 665 

11208消防救急体制の充実 E 強化

・消防行政指導事業
519, 241 156, 786 362,455 

・消防訪災関係サミット対策事業

11209高圧ガス等の保安の確保

－高圧ガス指導事業 66,940 72,893 65, 953 

1 2 1 地域医療提供体制の確保 14, 210 15, 877 .t::.1, 667 

12103救急医療等の確保

・救急救命活動向上事業 14,210 15,877 ム1,667

行 政運 営2 行財政改革の推進による県行政の 1 495 1, 741 企246
自立運営

40201自立的な畏行政の運営

・危機管理推進事業 1, 495 1, 741 ム246

入件費 585, 302 544,213 41, 089 

その他 288 450 !'::. 162 

防災対策部 言十 6, 121 623 2, 102, 344 4,019,279 



防災対策部

平成28年度当初予算のポイント

1 予算編成にあたっての基本的な考え方

県民の皆さんの防災に関する危機意識が年々低下するなか、「自助j 「共助j

「公助」が一体となった取組をさらに進めるため、防災対策部では、 「みえ県

民カビジョン・第二次行動計画1の初年度として、妨災人材の育成と活用によ

る「自助」 「共助Jの促進や県・市町、防災関係機関などの様々な主体の連携・

協力による「公助Jの充実・強化に取り組んでいきます。

とりわけ、近い将来の発生が危倶される南海トラフ地震による地震・津波へ

の対策や、年々勢力を増す台風をはじめとする風水害への備えなど、大規模自

然災害に対する防災・減災対策のより一層の強化が求められており、とうした

課題に対応するため、 「三重県新地震・津波対策行動計画J及び「三重県新風

水害対策行動計画」に掲げる行動項目を、関係部局や地域防災総合事務所・地

域活性化局等と連携して着実に実践していきます。

これらの取組を通じて、防災活動が非日常的な特別な活動ではなく、日々の

業務や生活と 体化した、いわゆる「防災の日常化Jの定着を図り、 「災害に

強い三重づくりJをより一層推進していきます。

また、伊勢志摩サミット開催時における防災・危機対策に万全を期すため、

消防・救急特別警戒体制の確保等に向けた取組を推進します。

2 主な豆長項目

( 1) 「みえ防災・減災センターJ事業 予算額 25, 861千円

「三重県・三重大学 みえ防災・減災センターJにおいて、防災人材の

育成・活用、地域・企業支援、情報収集・啓発、調査・研究等に取り組む

ことで、地域の防災・減災対策の推進を図ります。

( 2）地域減災対策推進事業 予算額 111, 214千円

南海トラフ地震や内陸活断層による地震・津波及び台風・局地的豪雨

等による土砂災害をはじめとする風水害に備えるため、市町が実施する

避難所の総合的な整備、洪水・土砂災害避難対策、災害時要援護者避難

対策などの地域特性に応じた防災・減災対策を支援します。また、津波

避難施設整備等に対する支援制度により、県北部海抜ゼロメ）トル地帯

における津波避難対策の推進を図ります。
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( 3）広域防災拠点施設整備事業 予算額 923, 901千円

大規模災害発生時の県内への広域的な応援・受援体制の拠点としての

役割を担う北勢広域防災拠点を整備するため、土木構造物工事等を実施

します。また、東紀州（紀南）広域防災拠点において、防災ヘリコプタ

ー用の航空燃料貯蔵所等の整備を実施します。

(4）防災ヘリコプター更新事業 予算額 2, 959, 151千円

防災ヘリコプター「みえJの機体更新を行うとともに、防災活動の機

能強化を図るため、ヘリコプターテレビ電送システムを整備します。

( 5）防災情報提供プラットフォーム事業 予算額 7 3' 5 0 0千円

災害時に迅速・的確な対応が行えるよう、総合防災ホ）ムページ「防

災みえ． j p J等により気象情報や防災情報を提供します。また、災害

対策本部機能の強化と、より県民に分かりやすい情報提供に向け、新た

な防災情報プラットフォームの構築を行います。

( 6) （新）消防防災関係サミット対策事業 予算額 353, 984千円

伊勢志摩サミット開催時における防災・危機対策に万全を期すため、

消防・救急特別警戒体制の確保等に向けた取組を推進しますロまた、消

防・救急特別警戒に伴い、応援活動を実施したり、応援活動円滑化のた

めの受援活動を行う地方公共団体に対し交付金を交付します。

3 事業の見直し

厳しい財政状況のもと、事業の選択と集中を進め、事業の廃止等を行いま

した。

事業本数 事業費

廃止 1本 ど＂.3,499千円

休止 1本 ム7,500千円

合計 2本 ど＂.10,999千円

no 















平成 28年度当初予算主要事業

政策名、施策名及び事業の内容

《政策名 防災・減災》

〈施策名． (111)災害から地域を守る人づくり〉

1 「みえ防災・減災センター」事業

[ (11101）防災人材の育成・活用I

（第2款総務費第B項防災費 1防災総務費）

「三重県・三重大学みえ防災・減災センターJにおいて、防災人材の

育成・活用、地域・企業支援、情報収集・啓発、調査・研究等に取り組

むことで、地域の防災・減災対策の推進を図ります。

2 地域防災力連携強化促進事業

[ (11101）防災人材の育成・活用］

（第2款総務費第B項防災費 2消防指導費）

「ちから・いのち・きずなプロジェクト」を推進し、消防固と自主防

災組織をベースとした防災人材の育成を図りながら互いの連携を促進す

ることで、地域防災カの向上を図ります。

〈施策名： (112）防災・減災対策を進める体制づくり〉

1 新たな防災・滅災対策推進事業

[ (11201）防災・減災対策の推進］

（第2款総務費第B項防災費 1防災総務費）

「三重県新地震・津波対策行動計商J、 「三重県新風水害対策行動計

画j に掲げた行動項目を実践し、 「三重県版タイムライン（仮称）」を

新たに策定するとともに、伊勢志摩サミットを契機に導入した「DON  

E Tを活用した津波予測・伝達システム」の活用を図ります。

2 地域減災対策推進事業

[ (11201）防災・減災対策の推進］

（第2款総務費第8項防災費 1防災総務費）

南海トラフ地震や内陸活断層による地震・津波及び台風・局地的豪雨

等による土砂災害をはじめとする風水害に備えるため、市町が実施する

避難所の総合的な整備、洪水・土砂災害避難対策、災害時要援護者避難

対策などの地域特性に応じた防災・減災対策を支援します。

また、津波避難施設整備等に対する支援制度により、県北部海抜ゼロ

メートル地帯における津波避難対策の推進を図ります。
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（単位：千円）

予算額

25, 861 

3,564 

7,605 

111, 214 



政策名、施策名及び事業の内容

（単位・千円）

予算額

3 防災訓練費

[ (11202）災害対策活動体制の充実・強化］

（第2款総務費第8項防災費 1防災総務費）

大規模地震や風水害などを想定した大規模災害発生時の応急対策、応急

復旧等に係る実践的な防災訓練を行い、県、市町、紡災関係機関及び地域

住民が一体となった防災対策の推進を図ります。

4 広域防災拠点施設整備事業

[ (11202）災害対策活動体制の充実・強化］

（第2款総務費第8項防災費 1防災総務費）

大規模災害発生時の県内への広域的な応援・受援体制の拠点としての

役割を担う北勢広域防災拠点を整備するため、土木構造物工事等を実施

します。また、東紀州（紀南）広域防災拠点において、防災ヘリコプタ

ー用の航空燃料貯蔵所等の整備を実施します。

5 防災ヘリコプター更新事業

[ (11202）災害対策活動体制の充実・強化］

（第2款総務費第8項防災費 1防災総務費）

防災ヘリコフPター「みえJの機体更新を行うとともに、防災活動の機

能強化を図るため、ヘリコプターテレビ電送システムを整備します。

6 国民保護対策費

[ (11202）災害対策活動体制の充実・強化］

（第2款総務費第B項防災費 1防災総務費）

三重県国民保護協議会を開催するとともに、防災関係機関と連携して

国民保護司ii練を実施します。

7 防災行政無線整備事業

[ (11203）迅速な対応に向けた防災情報の共有化］

（第2款総務費第8項防災費 1防災総務費）

防災ヘリコプタ一周防災行政無線のデ、ジタル化による再整備を行いま

す。また、災害拠点病院との通信を確保し災害時医療体制の連携を確保

するため、災害拠点病院への防災行政無線の設置工事を行います。

2, 607 

923,901 

2,959, 151 

l, 940 

305,632 

8 防災情報提供プラットフォーム事業 I 73, 500 

[ (11203）迅速な対応に向けた防災情報の共有化］

（第2款総務費第B項防災費 1防災総務費）

災害時に迅速・的確な対応が行えるよう、総合防災ホームページ「防

災みえ j p J等により気象情報や防災情報を提供します。また、災害

対策本部機能の強化と、より県民に分かりやすい情報提供に向け、新た

な防災情報プラットフォームの構築を行います。

1
 

1
 



政策名、施策名及び事業の内容

9 消訪行政指導事業

[ (11208）消防救急体制の充実・強化］

（第2款総務費第8項防災費 2消防指導費）

県内各市町の消防団で構成される三重県消防協会の諸事業等の円滑な

実施を通じて、消防団員の確保や消紡団の活性化等に取り組みます。

10 高圧ガス指導事業

[ (11209）高圧ガス等の保安の確保］

（第2款総務費第8項防災費 3銃砲火薬ガス等取締費）

高圧ガスによる災害を防止するため、高圧力、ス事業所等の保安管理に

関する指導、監督を徹底するとともに、許認可申請に対する厳正な審査

及び保安検査、立入検査の強化によって安全を確保します。

（新｝11 消防防災関係サミット対策事業

[ (11208）消紡救急体制の充実・強化I
（第2款総務費第8項紡災費 2消防指導費）

伊勢志摩サミット開催時における防災・危機対策に万全を期すため、

消防・救急特別警戒体制の確保等に向けた取組を推進します。また、消

防・救急特別警戒に伴い、応援活動を実施したり、応援活動円滑化のた

めの受援活動を行う地方公共団体に対し交付金を交付します。

《政策名：命を守る》

〈施策名 (121)地域医療提供体制の確保〉

1 救急救命活動向上事業

[ (12103）救急医療等の確保l
（第2款総務費第8項防災費 2消紡指導費）

救急救命士の処置拡大に対応するための講習、救急救命士が行う特定

行為を円滑に推進するための資質向上に係る講習等を実施し救命率の向

上を図るとともに、三重県救急搬送・医療連携協議会等の運営を通じ、

救急業務の質的向上に取り組みます。

《施策の推進を支えるために》

〈行政運営2 行財政改革の推進による県行政の自立運営〉

1 危機管理推進事業

[ ( 40201）自立的な県行政の運営］

（第2款総務費第2項企画費 5危機管理費）

危機発生の未然訪止に努めるとともに、危機発生時に迅速・的確な対

応ができるよう、職務に応じた職員研修や危機管理リーダー研修などをと

行います。
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（単位ー千円）

予算額

8,089 

21, 320 

353,984 

4,699 

1,495 



議案第2号関係

2 『平成27年度三重県一般会計補正予算（第7号）」 （紡災対策部関係）
について

( 1 ）補正予算額

区 分 補正前の額 補正額 補正後の予算額

第 2款総務費 2,217,641 日， 275 2,226,916 

第 2項企商費 1,694 1, 694 

第 8項防災費 2,215,947 日， 275 2,225,222 

（単位：千円）

〔項目一覧〕 （単位’千円）

事業名（細事業名） 補正前の額 補正額 補正後の予算額 補正の概要

総務費
妨災費

防災総務費

給与費
人件費 652,673 12, 013 664，日日6 人事委員会勧告に基

づく給与改定の実施に
伴う増額。

地震対策費

地震・津波観測システム 33,240 ム 2,738 30,502 DONE T観測情報

(DONE T）整備事業費 の電送方法の見直Jし等
に伴う減額。

0
0
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議案第 70号関係

3 「平成27年度三重県一般会計補正予算（第8号） J （防災対策部関係）
について

( 1 ）補正予算額

（単位ー千円）

区 分 補正前の額 補正額 補正後の予算額

第2款 総務費 2,226,916 f'.. 10, 666 2,216,250 

第 2項企画 費 1,694 f'.. 205 l, 489 

第B項 防災費 2,225,222 企 10,461 2,214, 761 

［主要項目覧〕 （単位：千円）

事業名（細事業名） 補正前の額 補正額 補正後の予算額 補正の概要

総務費

防災費

防災総務費

地震対策費

地域減災対策推進事業費 208, 193 f'.. 32, 879 175, 314 補助金交付先の市町
において、入札差金が
生じたことなどに伴う
減額。

防災ヘリコプター運航管理費

防災ヘリコプター運航管理委 234,373 27,065 261,438 防災ヘリコプター修
繕費用の増加に伴う増
額。

( 2）繰越明許費
（単位，千円）

事業名 繰越明許費 説 明

防災拠点施設整備事業費
広域防災拠点施設整備事業費 252,493 広域防災拠点（北勢拠点）施設整備工事におい

て、土砂運搬に係る地元調整等に不渡Llの日数を要
したことにより繰り越すものなど。
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( 3）債務負担行為

事項 期間 限度額
左の財源内訳

説明
地方債 その他 県費

防災情報提供プラッ 平成27年度 4,407 4,407 防災情報提供プラットフォー
トフォーム回線使用 ～ ム（「防災みえー jpJ ホーム
料に係る契約 平成28年度 ベージ、防災情報システム）

の運用に係る回線使用に伴う
もの。

防災情報提供プラッ 平成27年度 14,447 14,447 防災情報提供プラットフォー
トフォームの保守運 ～ ム（「防災みえ.jpJ ホーム

用管理業務委託に係 平成28年度 ベージ、訪災情報システム）
る契約 の保守運用管理を委託するこ

とに｛半うもの。

紡災みえメーノレ配信 平成27年度 4, 796 4, 796 防災情報提供プラットフォー
業務委託に係る契約 ～ ム（メーノレ配信業務）の保守

平成28年度 運用管理を委託することに伴
うもの。

気象情報提供料に係 平成27年度 3, 759 3, 759 防災情報提供プラットフォー

る契約 ～ ム（「防災みえー jpJホーム
平成2R年度 ベージ）の運用に必要な気象

情報提供に伴うもの。

防災情報提供プラッ 平成27年度 3, 111 3, 111 防災情報提供プラットフォー

トフォームのデータ ～ ム（「防災みえー jpJ ホーム
センター使用料に係 平成28年度 ベージ、防災情報システム）

る契約 の運用に係るデータセンター
使用に伴うもの。

防災施設の自家用電 平成27年度 312 312 防災施設の自家用電気工作物
気工作物保安管理業 ～ 保安管理を委託することに伴

務委託に係る契約 平成28年度 うもの。

中継所局舎等に係る 平成27年度 29,564 29,564 防災行政無線中継所局舎等の

賃借契約 ～ 使用に係る賃借契約に伴うも
平成28年度 のo

防災通信ネットワー 平成27年度 2,592 2,592 防災通信ネットワーク（気象
クのヘッドエンド使 ～ 情報等の配信）の運用に係る

用料に係る契約 平成28年度 データセンター（ヘッドエン
ド室）使用に伴うもの。

防災へリコプター運 平成27年度 145,625 20,000 125,625 防災ヘリコプターの運航管理

航管理業務委託に係 ～ を委託することに伴うもの。

る契約 平成28年度

（単位：千円）
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第1号様式（条例第5条関係）

番号 補助金等の名称 補助事び住業者等の氏
名及 所

1地域減災力強化 未定
推進補助金 （事業実施市町）

2県北部海抜ゼロ 桑名市、木曽岬田T
メートル地帯避難
対策補助金

3伊勢志摩サミット 未定
消防・救急体制 （事業実施地方公
整備費交付金 共団体）

交（予付定予時定期額） 

91,0日日

（未定）

20,000 

（未定）

350,706 
（未定）

予算に関する補助金等に係る資料

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

地震E津波や風水害等の自然災害からの被 （目的・3里由）
害を軽減し、避難者への支援を行うとともに、 市町が実施する防災・減災

災害発生詩なの整孤備立や化ハを防止するため、避難 対策事業に支緩を行うこと
所の総合的 ザードマップの作成、 で、地震，津波や嵐水害等
災害持要援護者個別避難計画の作成、衛星 の自然災害からの被害の

携帯電話の整備、避難し、誘そ導の標経識費のの整1／備2以など
を実施する市町に対 内

軽の減安や、県民の生命、身体
全を確保する。

を補助する。

（根甘災拠虫） 
防対策部関係檎助金等
交付要綱

海抜ゼロメートル地帯が抱える津波避難に関 （目的・理由）
する諜題に対応するため、南海トラフ特別措 市町が実施する紡災z減災
置法における津波避難特別強化地域の指定 対策事業に支援を行うこと
から外れた県北部の海抜ゼロメートル地帯を で、地震・津波などの自然
有する市町を対象とし、国の防災・安全交付 災害からの被害の軽減や、
金等を充当した津波避難施設や避難路の整 県民の生命、身体の安全を
備に対し、その経費の1/自以内を補助する。 確保する。
また、ゴムボートの整備について、その経費
の112以内を補助する。 （根拠）

防災対策部関係補助金等
交付要綱

伊勢志摩サミットにおける消防・救急体制の （自的・理由）
充実・強化を国るため、本県に消防職員等を 伊勢志摩サミットにおける

た派め遣にして必、要伊な勢消志防摩のサ応ミ接ットの円滑な実施の 消防且救急体制の充実強化
活動を行った地方 を図る。

公共団体や、応援活動円滑化のための受援
活動にを行った県費内地方公共団体を対象に、j舌（根拠）
動要した経を補てんするロ 初災対策部関係補助金等

交付要綱

防災対策部 1

¥l'l!'I日!J"Q・IJ/J.!./'.:.... 'Jみやも日HI ¥ l.!L • I I JJ 

公益性の判断及び理由 課（室）名 支出科目
款 項 自 事業名

⑤シピJレミーマム 防災企画・ 総務費 防災費 防災総 地震対策費
洪水・土砂災害避難対 地域支擁課 務費
策、災害時要擁護者避難
対策、孤立化防止対策、
避難所対策、観光客避難
対策を実施し、県民の生
命、身体の安全を確保す
る必要がある。

, 

⑤シビルミーマム 同上 向上 同よ 向上 間よ
津波避難対策を実施し、
県民の生命、身体の安全
を確保する必要がある。，

「

①公共財 消防・保安 同よ 問よ 消防指 消防費
伊勢志摩サミットにおける 課 導費
盤石な消防・救急体制を
健保し‘災害の発生防止
及び発生時の被害軽減を
図るものであり、公益性が
ある。


